
平成２４年度 第３回 

（仮称）釧路市自治基本条例検討委員会 次第 
 

■日時 平成 2４年１１月１４日（水）午後５時～ 

■場所 釧路市役所２階 第１委員会室 

 

１ 開会 

 

 

２ 議事 

  

 (１) 具体事例で見る情報公開・市民参加 

 

 

 (２) 釧路市の予算編成・決定・執行・決算 

 

   

 

３ その他 

 

(1) 感想記入シートまとめについて 

 

 

４ 閉会 

 

 

 

 

 

 

 



【配布資料】 

資料１－１   具体事例で見る情報公開・市民参加 

（災害時要援護者安否確認・避難支援事業）  

資料１－２   具体事例で見る情報公開・市民参加（市民後見人養成事業）  

資料１－３   具体事例で見る情報公開・市民参加（くしろ港まつり） 

 資料２     釧路市の予算編成・決定・執行・決算の流れ 

 資料３     感想記入シートまとめ 

 資料４     感想記入シート 

 参考資料１   釧路市総合計画（抜粋） 

 参考資料２   実施計画（抜粋） 

 参考資料３   都市経営戦略プラン（ポンチ絵） 

 参考資料４   平成２４年度予算編成方針 

 参考資料５   平成２４年度主要事業の予算編成状況（抜粋） 

 参考資料６   平成２４年度釧路市予算（案）の概要（抜粋） 

 参考資料７   平成２４年度予算の概要（広報くしろ４月号） 

 参考資料８   平成２３年度決算見込み（広報くしろ７月号） 

 参考資料９   グラフで見る釧路市の財政（抜粋） 

 参考資料 10   平成２３年度一般会計決算の概要（広報くしろ 11 月号） 

 



　具体事例でみる情報公開・市民参加　-　①災害時要援護者安否確認・避難支援事業　-

※　図中吹き出しは、札幌市自治基本条例で該当する条文を要約したものを参考として表記している。（括弧内は条項）

  

資料1-1 

市 長 職 員 

市（市政運営） 
  

議会 

防災体制の強化 
議 員 

要援護者・支援者選定 

  
市民 

避難支援プランの検討 

避難訓練実施 

公正・誠実（能率的）に職務遂行 

 （13-1）(14-1) 

人的結びつきの強化 

災害時要援護者安否確認 

・避難支援事業 

市民の意思を 

政策形成に反映

(10-2)(12-2) 

必要な情報を共有（5-2） 

目
的 

高齢化等の進行 

自力避難困難者の存在 

まちづくりの主体（4-1） 

市民自治によるまちづくりの実現（1） 

市政情報の公開・提供を求める（7） 

市民の意思を市政に反映（13-2） 

広く市民の声を聞く（13-2) 

緊張関係を保つ(4-2) 

執行機関を監視（10-1） 

市の意思を決定(10-1) 

現
状 

市民参加を推進し、意思を尊重(5-3） 

市民参加の保障・制度充実(21) 

市政情報の公開・提供(7）(25)(26) 
情報公開(11-1) 

市民の声を聞く(11-2) 事
業
概
要 

事業主体 

要援護者 

（地域住民） 

災害避難支援 

協働会 

支援者 

（地域住民） 

必要な情報を共有(5-2) 

相互理解及び協力（8） まちづくりに参加（5-1）(6)（7-2) 

発言・行動に責任を持つ（8-3） 

役割・責務を相互認識し、努力・連携して 

市民自治のまちづくりに取り組む（4-3） 
コミュニティ 

安心して暮らせる地域づくり 



　具体事例でみる情報公開・市民参加　-　②市民後見人養成事業　-

※　図中吹き出しは、札幌市自治基本条例で該当する条文を要約したものを参考として表記している。（括弧内は条項）

  

資料1-2 

市 長 職 員 

市（市政運営） 
  

議会 

成年後見制度の啓発 
議 員 

市民後見人養成講座 

  
市民 

後見人の支援（学習会等） 

養成講座講師の育成 

地域住民 

公正・誠実（能率的）に職務遂行 

 （13-1）(14-1) 

地域の人を地域の手で支えるまちづくり 

市民後見人の養成 

市民後見人養成事業 

市民の意思を 

政策形成に反映

(10-2)(12-2) 

必要な情報を共有(5-2) 

相互理解及び協力（8） 

必要な情報を共有（5-2） 

目
的 

核家族化の進行 

後見を必要とする人の存在 

まちづくりの主体（4-1） 

市民自治によるまちづくりの実現（1） 

市政情報の公開・提供を求める（7） 

市民の意思を市政に反映（13-2） 

広く市民の声を聞く（13-2) 

緊張関係を保つ(4-2) 

執行機関を監視（10-1） 

市の意思を決定(10-1) 

現
状 

市民参加を推進し、意思を尊重(5-3） 

市民参加の保障・制度充実(21) 

市政情報の公開・提供(7）(25)(26) 
情報公開(11-1) 

市民の声を聞く(11-2) 事
業
概
要 

阿寒市民 

後見人の会（※） 

発案 事業主体 

（※現在名称は「後見ネットワーク阿寒」） 

コミュニティ 

役割・責務を相互認識し、努力・連携して 

市民自治のまちづくりに取り組む（4-3） 

まちづくりに参加（5-1）(6)（7-2) 

発言・行動に責任を持つ（8-3） 



　具体事例でみる情報公開・市民参加　-　③くしろ港まつり　-

※　図中吹き出しは、札幌市自治基本条例で該当する条文を要約したものを参考として表記している。（括弧内は条項）

  

資料1-3 

市 長 職 員 

一般市民 

市（市政運営） 
  

議会 

釧路港への親近感の醸成 
議 員 

市民踊り・大漁ばやし 

・音楽 各パレード 

くしろ 

港まつり会 

  
市民 

協賛行事 

事業者 

地域経済や観光の振興 

中心市街地の活性化 

くしろ港まつり 

市民の意思を 

政策形成に反映

(10-2)(12-2) 

必要な情報を共有（5-2） 

目
的 

65回を重ねる一大市民イベント 

市民と行政の協働で実施中 

まちづくりの主体（4-1） 

市民自治によるまちづくりの実現（1） 

市政情報の公開・提供を求める（7） 

市民の意思を市政に反映（13-2） 

広く市民の声を聞く（13-2) 

緊張関係を保つ(4-2) 

執行機関を監視（10-1） 

市の意思を決定(10-1) 

現
状 

市民参加を推進し、意思を尊重(5-3） 

市民参加の保障・制度充実(21) 

市政情報の公開・提供(7）(25)(26) 
情報公開(11-1) 

市民の声を聞く(11-2) 事
業
概
要 

事業主体 
（※） 

（※港まつり会事務局は市が担当） 

町内会・ 

商店街等 

必要な情報を共有(5-2) 

相互理解及び協力（8） 

公正・誠実（能率的）に職務遂行 

 （13-1）(14-1) 

まちづくりに参加（5-1）(6)（7-2) 

発言・行動に責任を持つ（8-3） 

役割・責務を相互認識し、努力・連携して 

市民自治のまちづくりに取り組む（4-3） 
コミュニティ 



　釧路市の予算編成・決定・執行・決算の流れ

3月

8月

9月

10月

11月

12月

6月

7月

1月

2月

予算編成・決定 予算執行・決算

4月

5月

資料２ 

予算編成状況 

予算編成方針・要領 

予算（案）の概要 

予算の概要 

2
月
議
会 

予算案審議・議決 

予
算
編
成
作
業 

12
月
議
会 

6
月
議
会 

9
月
議
会 

まちの 

財政状況 

決算見込み 

決算の概要 

決算審査 

 

 

   

決算説明

市民意見 

・ニーズ 

議会 

情報公開・共有の仕組み 

 ●釧路市ホームページ 

 ●広報くしろ 

 ●情報公開制度  

 

 

   
 ●パブリックコメント 

 ●元気なくしろ創造交付金 

  ●市民団体協働補助金 

 ●市長へのポスト 

 ●市政懇談会 

市民参加・協働の仕組み 

決
算
調
製
作
業 

予算説明書 

グラフで見る 

釧路市の財政 
反 

映 

実施計画 

（計画期間：H20～29年度） 

（計画期間：3年間） 

釧路市総合計画 

市民に直接公表するもの（広報・ＨＰ等） 市民（議会）が参加・関与するもの   凡例 

各事業の実施 

（予算執行） 
市民と協働する 

まちづくり推進指針 

（H20.3月策定） 

都市経営戦略プラン 

財政健全化推進プラン 

（計画期間：H23～38年度） 

（集中取組期間：H23～27年度） 

市役所改革プラン 

（H.24.2月策定） 

（H24.10月素案とりまとめ） 

政策プラン 

総合計画・都市経営戦略プラン 

・まちづくり推進指針 主要施策ヒアリング 

実施計画ヒアリング 

政策予算ヒアリング 

実施計画 

（仮）主要施策成果報告書 

事業 

評価作業 

元気創造枠（職員提案） 



（仮称）釧路市自治基本条例検討委員会　感想記入シートまとめ

分類 内容

第１回 委員長へ質問

委員長講演の「４－②市民参加の住民投票」の部分をもう少し詳しく聞きたい
・自治基本条例で住民投票を定めた場合、法的拘束力があるのかどうか。
・国会でも論議がなされていたと思うが、その辺りどうなっているのか。
・他都市ではどの程度踏み込んだ住民投票制度を設けているのか。

第１回 委員長へ質問
委員長講演の「４－④住民負担を求める～手数料の値上げ」もう少し詳しく聞きたい
・自治基本条例で市独自の税を設定等をすることは可能か。
・他都市では、住民負担という観点で、どのような取組がなされているのか。

第１回 感想等 資料の事前配布と委員会説明で条例検討の目的・内容・方法が理解できた。

第１回 感想等
権力者のチェックが厳しくなる一方、住民の不参加の権利や罰則等のないことから
実効性についての理解が難しい。

第１回 事務局へ要望 午後６時から開始できないか。
第１回 事務局へ要望 次回以降の検討課題（見通し、計画）はどのようになるのか。

第１回 感想等

まちの「良いところ」「悪いところ」を委員会で徹底的に語り合う。
市民全体にアンケート調査を行い、結果を広報を通して情報公開する。
先進自治体の表紙の振り替えやまねをしない。
市民の目線を「まちづくり」に向けさせる。

第１回 事務局へ要望
道内自治体の条例を参考にしつつも、独自の課題解決と街の活性化に直結しうるような
条例の制定が検討委の役割であり、その観点を常に踏まえて進めて欲しい。

第１回 事務局へ要望 先行自治体の現状を掘り下げ、抱える問題点を釧路市において考慮すべき
第１回 事務局へ要望 問題点の洗い出しは、ＫＪ法を用いた徹底的な洗い出しを。
第１回 感想等 市民興味を持つような、身近な問題提起をしていきたい。
第１回 感想等 「釧路市の財政を研究する会」と、相互で情報共有などをしていきたい。
第１回 事務局へ要望 他の市町村の先行事例などを教えて欲しい。
第１回 事務局へ要望 各委員会の議論での、中心課題の大枠を示して欲しい。

第２回 委員長へ質問
「コミュニティ」は曖昧な言葉であるが、斜里町では町内会という言葉を盛り込んでいる。
釧路市でも「コミュニティ」を具体化させ、より地域に判りやすい文言で表現すればよいのではないか。

第２回 委員長へ質問
東京・新宿区の「財政白書」（有料）のように、中学生でも理解できる、身近で親しみやすい言葉を努めて使
用してはどうか。

第２回 委員長へ質問
個人情報保護の問題が、近年の孤立死、孤独死問題解決のネックになるなど、既存の法律の隘路を、この自治
基本条例で上手く使い分けし、解消していく方法はないのか。

第２回 事務局へ質問 （仮称）の委員会名は、いつ決定するのか。

第２回 委員長へ質問
札幌市自治基本条例第20条第2項に「オンブズマンを置く」とあるが、運営方法や効果について教えて欲しい。
また、全国ではどのくらい取り入れている自治体があるのか。

第２回 委員長へ質問
札幌市自治基本条例第19条に「外部評価を取り入れるものとする」とあるが、運営方法等の実態について教え
て欲しい。

資料３ 



ＦＡＸ送信先：０１５４－２２－４４７３ 

（釧路市都市経営課宛） 

           

感想記入シート 

第３回検討委員会（平成 24 年 11 月１４日開催） 

※委員会の感想、

委員長への質問、

事務局への要望

等、自由に記入し

てください。 

 

 

【連絡先】 

             釧路市総合政策部都市経営課 担当 河面 

 電 話 番 号 ０１５４－３１－４５０２ 

 ＦＡＸ番号 ０１５４－２２－４４７３ 

             E-mail   ku8068@city.kushiro.lg.jp 

資料４ 



基本構想基本構想

基本計画基本計画

実 施 計 画実 施 計 画

平成20年４月１日 平成30年３月31日

2008 ～ 2017　KUSHIRO

環境・交流都市 釧 路

7

序　

論

　総合計画は、「基本構想」「基本計画」「実施計画」により構成します。

４　計画の構成及び計画期間

　「基本構想」は、本市の目指す将来都市像、その実現に向
けた基本目標や施策の大綱など、中長期的な視点に立ったま
ちづくりの基本的な発展方向を示すものです。

　「基本計画」は、基本構想を実現していくために取り組む
べき施策を体系的に表し、施策の方向と主要事業の内容を示
すものです。

　「実施計画」は、基本計画で体系化された施策と主要事業
を計画的に実施するため、社会経済状況の変動に対応した短
期の事業計画を示すものです。

　計画の期間は、「基本構想」「基本計画」を、平成20年度（2008年度）から平成29年度（2017年
度）までの10年間とします。
　また、「実施計画」の期間については、優先度、緊急度、財政状況、国や北海道の施策動向などを総合
的に判断しながら、柔軟な見直し、調整を図るため、毎年度ローリング方式による３年間とします。



基
本
構
想

18

2008 ～ 2017　KUSHIRO

環境・交流都市 釧 路

　本市は、恵まれた自然環境を活かした農業、林業、水産業の第一次産業と豊富な地域資源を活
用した石炭鉱業、紙・パルプ製造業などの第二次産業を基盤に、商業、観光など様々な産業が有
機的に結びつき、東北海道の産業経済の中心として発展してきました。
　しかし、国内の経済・雇用情勢が堅調に回復している中、地域経済は引き続き厳しい状況にあ
り、地域を支える産業の活性化が強く求められています。
　このため、地場産業の基盤を強化するとともに、地域の連携による新たな産業の創出、さらに
は、多彩で潜在力の高い地域資源を活かした地域ブランドの創出、発信など産業再生の取組を進
め、「活力に満ちた産業を育て、未来を切り拓くまちづくり」を目指します。

２　施策の大綱

（１）活力に満ちた産業を育て、未来を切り拓くまちづくり

●豊かで安定した農業経営を実現するため、土地
改良や農道などの営農基盤の整備を進め、生産
性の向上や効率化を図るとともに、担い手の育
成に努めます。
●農畜産物の消費拡大を図るとともに、※地産地
消の取組を進めます。

●消費者や社会のニーズに対応した農業を確立す
るため、安全な農畜産物の生産や環境に配慮し
た環境にやさしい農業を推進します。

① 農業の振興

●技術力の向上、新たな事業展開、新製品の開発
などを支援する体制を強化し、地場工業の活性
化を図ります。
●企業誘致を進め、新たな産業集積と雇用の確保
に努めるとともに、工業用水の安定供給や情報
通信網の整備促進など、工業基盤の充実に努め
ます。

●石炭産業の存続に向けて国際技術協力を促進す
るとともに、石炭関連事業への支援に努めます。

④ 鉱工業の振興

●水産資源の適切な管理や増養殖事業に取り組む
など、持続可能な漁業を推進します。また、外
来船の積極的な誘致など、水揚量の確保、増大
に努めます。
●水産業が地域経済を安定して支えていくため、
漁業生産や水産加工の基盤整備を図るとともに、
魚食普及への取組を進め、地場水産物の消費拡
大に努めます。

●他地域に対する競争力の向上を図るため、※Ｈ
ＡＣＣＰ体制強化への支援、地域ブランド化の
取組など、漁獲物や水産加工品の高付加価値化
に努めます。
●「くじら」によるまちづくりを推進するため、
官民一体となった鯨文化の普及啓発や各種イベ
ントの取組を進めます。

③ 水産業の振興

●水源かん養や地球温暖化防止など森林の持つ多
面的機能の維持、持続的な林業資源の確保を図
るため、保育や造林による計画的な森林づくり
を進めるとともに、エゾシカ被害対策など森林
保全の取組に努めます。

●林業経営の安定化に向け、林道などの基盤整備、
林業経営の効率化、地元産材の利用促進、担い
手の育成に努めます。

② 林業・林産業の振興



資料：市民生活課調べ
注　：平成16年８月29日開設
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現状と課題

● 市民参加  
　地方分権の進展により、地方自治体は自ら
の責任の下、これまでよりも自主的な行政運
営が可能となっています。また、市民の価値
観やライフスタイルの変化に伴う市民ニーズ
の多様化、市政への参加意識の高まり、行政
のみでは対応できない課題の増加などに応え
ていくため、市民と行政が対等の立場でまち
づくりを進めていくことが重要です。

　このため、まちの課題や将来について、市
民とともに考える機会を確保するとともに、
まちづくりへの積極的な参加を促進し、市民
と行政との協働によるまちづくりを進めてい
く必要があります。

第１節　市民と行政との協働

● 市民活動  
　市民が主体となった活動は、その活動範囲
が福祉や防災だけでなく、国際交流、環境保
全、自然保護、社会教育など、まちづくりの
多様な分野に広がっているとともに、組織形
態も個人の活動から※ＮＰＯ法人等の組織的
な活動まで多岐にわたっており、まちづくり
にとって重要な役割を果たしています。
　本市では、町内会等の地縁団体をはじめと
した市民活動団体などにより、地域づくり活
動が幅広い分野で活発に取り組まれています。
また、平成16年には、市民活動の促進と市
民や団体間の交流を図る拠点施設として、釧
路市民活動センター「わっと」を開設するな
ど、活動に対する様々な支援にも努めてきま
した。

　今後とも、幅広い分野での市民活動の活発
化を促進するため、あらゆる機会を捉えて、
市民活動への参加意識の高揚を図るとともに、
活動に関する情報収集・提供の充実、活動団
体相互の交流・協力体制の確立などを図って
いくことが重要です。

● 広報広聴・情報公開  
　本市では、広報くしろ、くらしのガイド、
※コミュニティ放送、ホームページなどによ
り、市の政策や市民の暮らしに関する情報の
提供を進めてきました。また、市政懇談会な
どの開催による直接対話のほか、市長へのポ
スト、インターネットなどにより、多くの市
民から意見や要望などを把握し、適切な対応
にも努めてきました。

　今後とも、単に行政が市民に情報を知らせ
るのではなく、市民との情報交換を通じて課
題を把握し、共に解決していくことが重要で
あり、市民の視点に立った広報広聴機能の向
上に努めていく必要があります。
　また、市民の知る権利を保障するとともに
市政への参加を促進するため、市民が利用し
やすい情報公開制度が求められています。

第5章　市民と協働で創る、自立したまちづくり



１ ⑴

⑵

⑶

⑷
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施策の体系

施策の方向と主要事業

（１）市民参加の推進

　市民が参加しやすい環境づくりや協働意識の向上に努め、政策形成や事業実施など様々な場面
において市民参加の促進を図ります。

①市民参加のシステムづくり
・市民意見提出手続（※パブリックコメント）
など「市民と協働するまちづくり推進指針」
に基づく取組により、市政に市民意見を反映
するなど、市民がまちづくりに参加しやすい
仕組みづくりに努めます。

≪主要事業≫

（２）市民活動の促進

　市民活動センターを通じて、様々な活動支援に取り組むなど、市民と行政が連携しながら、市
民活動への自主的な参加を進めるとともに、住民や団体による主体的な地域づくり活動の定着、
創出を図ります。

①地域づくり活動への支援
・地域づくり活動に関心のある市民や団体の参
加、実践を促進するため、活動に関する情報
収集・提供や相談、活動を担う人材育成など
に取り組むとともに、市民活動団体の相互交
流機会の場を提供するなど、市民活動センタ
ーと連携しながら支援の充実に努めます。

・地域住民による自らの地域のための取組を促
進するため、町内会組織で行う公共的な活動
などを支援します。

≪主要事業≫

第１節　市民と行政との協働
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（３）広報広聴活動の充実

　市民と行政が、地域の課題について共に考え解決するため、様々な媒体を活用し、まちづくり
に関する情報の提供、意見の把握に努めます。

①市民ニーズの把握
・ホームページを使ったアンケートや電子メー
ルなどにより、市民の意向の把握に努めると
ともに、市民ニーズのデータベース化など行
政内部で共有できる仕組みづくりを進めます。

②広報活動の充実
・「広報くしろ」をはじめとする各種刊行
物、ホームページ、※コミュニティ放送など、
様々な広報媒体を積極的に活用しながら、市
民に対する情報サービスの充実に努めます。

≪主要事業≫

第１節　市民と行政との協働

（４）情報公開・情報管理の充実

　公正で開かれた市政を実現するため、インターネットを利用した簡易な情報公開請求手続や公
開方法の研究を進め、個人情報の保護に留意しながら、市民が知りたい情報の適正な提供に努め
ます。



平成18年12月 平成18年12月

平成19年 2 月

平成19年10月

平成19年 2 月

平成19年 9 月

平成19年12月

平成20年 3 月

平成20年度より総合計画スタート

資
料
編

143

１　総合計画策定の概要
（１）総合計画づくりの流れ
　新しい総合計画の策定にあたっては、市民参加を基本として、まちづくり市民委員会による提
言や市民アンケート、各種懇談会などにより、市民ニーズ、意見の把握に努めてきました。
　また、合併協議に基づき、計画の骨格といえる施策体系と主要事業については、平成18年
12月定例市議会に施策体系を、平成19年2月定例市議会に主要事業を報告しました。その後、
釧路市民意見提出手続（パブリックコメント）による意見募集を経て、平成19年 12月定例
市議会に原案を提出しました。さらに、財政経済常任委員会での集中審議を経て、平成20年2
月定例市議会で「基本構想」が議決され、平成20年度から新しい総合計画によるまちづくりが
スタートしました。



第５章　第１節　市民と行政との協働第５章　第１節　市民と行政との協働第５章　第１節　市民と行政との協働第５章　第１節　市民と行政との協働

■実施計画（H24～26）の対象事業 単位：千円

平成23年度

(実績見込み)

【企画課】 5,800 3,930

平成26年度

市民活動促進事業市民活動促進事業市民活動促進事業市民活動促進事業

市民協働の推進とまちづくりの活性化を図
るため、地域課題の解決に向け、市民団体
や企業等と行政が連携して取り組む事業
や、地域の活性化に取り組む市民団体の活
動を支援する

・市民団体協働補
　助金（まちづく
　りに取り組む
　市民団体の活動
　支援）
・元気な釧路創造
　交付金（市民団
　体等と行政が協
　働する事業への
　支援）

事業名・担当課・全体事業概要 平成24年度 平成25年度
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釧路市のプラス成長をめざす 釧路市都市経営戦略プラン 

釧路市のプラス成長 

政策プラン 

財政健全化 
推進プラン 

市役所改革 
プラン 

 「釧路市都市経営戦略会議」（釧公大地域経済研究センターとの
共同研究）からの提言を受け、「都市経営」に着手。 

 釧路市のプラス成長をめざし、市役所改革プランと財政健全化推進
プランを推進し市役所の基盤を固め、これと同時に重点投資の方針を
示す政策プランを策定します。 
 民間と行政が一体となって、進めていきます。 

都市経営 

人、モノ、金、情報の 
効率的、効果的な 

投  資 

都 市 経 営 

経 緯 

推 進 方 法 

長年の市政最大の課題であった第三セクターの借金を市の
責任において長期的に解消しなければならない 

釧路市にある大切な資源を、経済・社会情勢の変化に合わ
せて、効果的、効率的に投資できる市役所の体制を作らな
ければならない 

地域が持続的に発展するために、釧路市のプラス成長を経
営の理念と政策展開の方向性で示さなければならない 

課題① 

課題② 

課題③ 

1ページ 



第三セクター等改革推進債の活用による財政の健全化 

効果① 財政再生団体転落 
         リスクの回避 

 131億円にも膨れ上がった釧路市土地開発公社及び釧路
振興公社の借金。この借金には、両公社が返済できない状
況になった場合、釧路市がその肩代わりをするという補償契約
をつけていました。 
 
 公社が解散になれば、釧路市がこの借金を返済することとな
り、一度に大きな赤字を抱え、国の管理下に置かれる財政再
生団体へ転落する可能性がありました。 
 
 しかし、両公社の改革は先送りできない課題であったため、
公社の借金を市が計画的に処理できるという第三セクター等
改革推進債（国の制度に基づく借入金）を活用し、公社の
整理に着手することにしました。 
 
 これにより、多額の借金を計画的に返済することができるよう
になり、財政再生団体に転落するリスクは回避されたわけです。 

効果② 借入金支払利息の軽減 

 釧路市土地開発公社及び釧路振興公社の借金を釧路市
が第三セクター等改革推進債を借り入れて、平成38年度ま
で返済していくことにしました。借入額の抑制と低い利率での借
入れに努めたため、「財政健全化推進プラン」策定時とくらべ、
元利あわせて約14億3千万円を圧縮することができました。 

【用語説明】 
第三セクター等改革推進債…第三セクターなどの抜本的な 
     改革に必要な経費に充てることができる特別な借金 
 
財政再生団体…国が示す財政指標の基準を1つでも超えた 
     場合、自主的に健全化は不可能と判断され、国の 
     管理下に置かれた地方自治体のこと。 

「釧路市財政健全化推進プラン」の仕組み 

～財政健全化推進プラン 

市役所内部の 
経費削減 

2ページ 



財政健全化推進プラン ～財政基盤を整える 
（平成22年度策定済） 

 釧路市財政の経常的な収支不足の解消 

 釧路市土地開発公社及び(株)釧路振興公社の解散・清算
のため三セク債償還財源の確保 

● 健全化の６つの柱 ● 
事業を見直します 
使用料・手数料を 
         見直します 
公共施設を見直します 
借金返済額を減らします 
議会改革で効果を 
          出します 
人件費を減らします 

1 
2 

3 
4 
5 

6 

累積収支不足額 
 約265億円 
の解消が目標！ 

給
料
削
減
な
し 

給
料
削
減
な
し 

給
料
削
減
な
し 

釧路市 旭川市 函館市 

目 的 いま課題を明らかにし、 
抜本的な改革を行わなければ、 

釧路市の未来はない 

当初5年で 

プラン最終年度 
（H38）では、 
287億円の経費
削減 

1,340 

1,330 

1,320 

1,310 

1,335 

1,325 

1,315 

1,305 

（億円） 

3ページ 



市役所改革プラン 

市の仕事をわかりやすく伝えます 
市長をサポートする組織を作ります 
しっかり考える職員を育てます 
市の仕事の成果をしっかり測ります 
建物などの市の財産を有効に活かします 
市民の皆さんと一緒に考え、行動します 
 

～市役所を変える 
（平成23年度策定済） 

1 

○ 市役所改革６つの柱 ○ 

※上記３つの取り組み以外にも、各課の自主性のもと様々な市役所改革に取り組んでいます。 

取組中① 公有資産マネジメントの取組 

 市役所が保有している施設を一元管理し、
効率的な施設の活用を検討するための仕組
みを作っています。 
 
＜平成24年度＞ 
 マネジメントシステムの導入 
  ・公共施設の調査 
  ・公共施設データの一元化 
  ・約500施設の 
              客観的評価・公表 

2 

3 
4 

5 

6 

取組中③ 予算要求に元気創造枠を新設 

 平成24年度予算から、新たに「元気創造
枠」という要求枠を設け、職員からテーマに沿っ
た事業提案の募集をしました。職員の自主性
と政策形成能力の向上も目的の一つです。 
 テーマ：「域内循環」と「雇用・人材育成」  
 事業化：ペレット生産支援事業 
       域内循環推進啓発認定事業 
       生活困窮者の居場所づくり・雇用創出事業  

ほか10事業 

取組中② 債権管理マネジメントの取組 

 市税や国保料、保育料など市役所全体に
は多くの債権があります。この債権に対する未
収金が多いことが釧路市の課題です。 
 これまで以上に未収金の回収ができるよう、
「未収金対策マニュアル」と「債権管理条例」
を策定することとしました。 
  
 ※債権管理条例は、平成25年度の 
  施行を目指しています。 

4ページ 



政策プラン ～重点投資施策を明らかにする 
（平成24年度策定予定） 

○ 重点投資4つのビジョン ○ 
  地域資源の価値を高め域内循環させる地域経済 
  

地域を担う人材の雇用と育成 
  

みんなが安心して暮らせる都市づくり  

世界に開き東北海道をつなぐ戦略的拠点都市  

釧路市の特性を最大限に生かしながら、地域が抱
える課題に対応する「政策プラン」を策定します。 

1 

2 

3 

4 

・地産地消、ブランド化の取組の発展・継承 
・東北海道全体で生産、消費活動を高める取り組みの推進 
・国内外の地域との交流を深め、「外から稼ぐ力」の醸成 
   →釧路湿原国立公園・阿寒国立公園などを活用 
    した観光事業の推進 
   →冷涼な気候を生かした移住長期滞在、MICEの 
    取組の発展・継承                  など 

・釧路市の雇用の現況調査と分析 
・雇用確保に貢献している企業等との協働の仕組みの構築 
・ライフステージとライフスタイルに合った雇用の場の確保 
・若年者の学力向上、働く意識の醸成 など 

・大災害時における市役所の業務継続体制の確立 
・災害時の様々な課題に対応した安心のまちづくり 
・災害時の地域産業の事業継続に寄与する体制の整備 
・災害時の事業継続に向けた地域の連携の強化 など 

・釧路港を活用した国内の食料供給基地機能の形成 
・高速交通ネットワークを活用した物流、人流の活性化 
・航空路線網の拡充と就航機材の大型化 
・圏域住民が必要とする生活機能の確保と安心して暮らせる 
 地域の形成 など 

個
人
市
民
税 

法
人
市
民
税 

（百万円） 

5ページ 



 
 
庁達第７号 

                           庁 中 一 般 
 関 係 各 所   

平成２４年度予算編成方針 

【基本的事項】 
本格的な少子高齢社会や人口減少時代の到来などの社会構造の変化により、日本社会は大きな

変革期を迎え、国と地方の関係においても地域主権改革の推進などの新たな時代に対応した行財

政運営の転換が求められている。 
また、本年３月１１日に発生した東日本大震災は、原発事故も含め、東北地方のみならず、日

本全体に大きな影響をもたらし、今後の復旧・復興対策は、喫緊の課題となっている。 
さらに、円高による経済への影響、少子化対策や社会保障制度の見直しなどによる財源確保は

大きな課題であり、地方財政への影響が懸念されている。 
このような厳しい環境の中、財政状況の改善に向けた取り組みを進めるとともに、地域課題の

解決を図り、将来を見据えた施策の推進が重要となっており、職員一人ひとりが意欲と情熱を持

って、新年度予算を編成することとする。 
 

【財政健全化推進プランの確実な推進】 
  今後見込まれる経常的な収支不足の解消と、「釧路市土地開発公社」及び「株式会社釧路振興公

社」の解散・清算に向けて発行した「第三セクター等改革推進債」の償還財源の確保等を目的と

して、昨年度、「財政健全化推進プラン」を策定した。 
市民及び職員の理解と協力や平成２２年度決算の好転により、計画初年度の目標は達成したと

ころであるが、平成２３年度当初予算編成においては、策定時には見込むことができなかった制

度改正等による義務的経費の増額があり、このことは平成２４年度以降の収支に影響を与えるこ

とから、財政運営の安定化に向けた計画の滑り出しとしては、まだ予断を許さない状況である。 
  財政健全化推進プランの計画期間は平成３８年度までの長期にわたるものであるが、計画初期、

とりわけ「集中取組期間」と位置付けた当初５年間の対応が最も重要であることから、プランの

確実な推進に全庁を挙げて取り組んでいかなければならない。 
 
【元気創造枠の創設】 
  地域の課題を解決し更なる活性化を図るため、全職員参加の下に将来に力強く踏み出す元気な

まちづくりへつながる施策のアイデアを募る「元気創造枠」を創設するので、各職場での積極的

な取り組みを要請する。 
 
【将来を見据えたまちづくりの推進】 

総合計画において目指している都市像実現のため、釧路市の持つ豊かな地域資源を活かし、市

民生活の安全安心と地域経済の持続的な発展に必要な施策を着実に推進するとともに、都市経営

戦略プランの着実な実行を目指し、東日本大震災を教訓として災害に強いまちづくりについても

意を用いるなど、必要な施策を推進するものとする。 
職員各位にあっては、本市の厳しい財政状況を強く意識し、事務事業の見直しや再構築、新た

な視点を持った施策の立案に努めるとともに、財源の確保を念頭に、最小の経費で最大の効果を

発揮する予算となるよう万全を期されたい。 
 

平成２３年１０月２６日 

釧路市長 蝦 名 大 也 
 



平成２４年度 主要事業の予算編成状況（一般会計） 【作成日：平成24年2月10日】

第５章 市民と協働で創る、自立したまちづくり （単位：千円）

No 区分 事 業 名 担当部 担当課 事 業 概 要 要求額
査定額

(予算額)
査定の考え方

1 新規 事業仕分け・行政評価推進費 総合政策部 企画課 事業仕分け、行政評価の実施に要する経費 2,081 1,813
事業内容及び事業費の積算
内容を精査

2 継続 地域協議会の運営 総合政策部 企画課
釧路、阿寒、音別各地区の地域協議会及び合同
会議の開催に要する経費

511 423
事業内容及び事業費の積算
内容を精査

3 継続 市民団体協働補助金 総合政策部 企画課
釧路市のまちづくりに貢献する市民の取組の支
援に要する経費

800 800 要求どおり

4 継続 元気な釧路創造交付金 総合政策部 企画課
市民提案により実施する事業への支援に要する
経費

5,195 3,130
事業内容及び事業費の積算
内容を精査

5 継続 広報活動の充実 総合政策部 市民協働推進課 広報くしろの全戸配布に要する経費 40,983 40,802
事業内容及び事業費の積算
内容を精査

6 新規 選挙啓発活動推進費 選挙管理員会 事務局 政治意識の向上を図る取組の実施に要する経費 425 284
事業内容及び事業費の積算
内容を精査

7 継続 都市経営戦略プラン推進事業 総合政策部 企画課
公有資産ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの構築及び債権管理ﾏﾈｼﾞﾒﾝ
ﾄの推進等に要する経費

13,015 13,015 要求どおり

8 新規 （仮称）自治基本条例制定事業 総合政策部 企画課
自治基本条例の制定に向けた取組の実施に要す
る経費

1,210 697
事業内容及び事業費の積算
内容を精査

9 継続 ふるさと納税の推進 総合政策部 企画課 ふるさと納税に関するＰＲに要する経費 1,095 695
事業内容及び事業費の積算
内容を精査

10 新規 市税等コンビニ収納事業 総務部 納税課 市税等のコンビニ納付環境整備に要する経費 9,074 8,149
事業内容及び事業費の積算
内容を精査

11 継続 市有地売却促進事業 総合政策部 市有財産対策室 市有未利用地の売却促進等に要する経費 22,094 22,094 要求どおり

12 継続 定住自立圏構想推進事業 総合政策部 企画課
定住自立圏構想に基づく近隣自治体との連携に
要する経費

257 246
事業内容及び事業費の積算
内容を精査

合計 96,740 92,148

17,333,266 16,233,719総合計

12 / 12 ページ



平成２４年２月１０日

平 成 ２４ 年 度

釧路市予算（案）の概要

＊今後の計数等の整理により、変更を生じる場合があります。

釧 路 市



第５章 市民と協働で創る、自立したまちづくり
（＊印の事業は、新規・拡大の事業／単位：千円）

事 業 名 予 算 額 説 明

1 市民と行政との協働 ＊事業仕分け・行政評価推進費 １，８１３ ・事業仕分け、行政評価の実施

・地域協議会の運営 ４２３ ＊釧路、阿寒、音別各地区の地域協議会及び合同会議の開催

・市民団体協働補助金 ８００ ・釧路市のまちづくりに貢献する市民の取組を支援

・元気な釧路創造交付金 ３，１３０ ・市民提案により実施する事業への支援

・広報活動の充実 ４０，８０２ ＊広報くしろの全戸配布

＊選挙啓発活動推進費 ２８４ ・政治意識の向上を図る取組の実施

2 地方分権に対応した行財政 ・都市経営戦略プラン推進事業 １３，０１５ ＊公有資産マネジメントシステムの構築及び債権管理マネジメ

運営 ントの推進 等

＊（仮称）自治基本条例制定事業 ６９７ ・自治基本条例の制定に向けた取組の実施

・ふるさと納税の推進 ６９５ ・ふるさと納税に関するＰＲ

＊【元気枠】ふるさと納税ＰＲ推進事業費拡大分

＊市税等コンビニ収納事業 ８，１４９ ・市税等の納付環境整備

・市有地売却促進事業 ２２，０９４ ・市有未利用地の売却促進 等

・定住自立圏構想推進事業 ２４６ ・定住自立圏構想に基づく近隣自治体との連携

・広告事業の実施 － ・公共施設、各種封筒、広報くしろ、公用車、クリーンカレ

ンダー、番号表示機等への広告掲載

節

－21－
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16P ●みんなの掲示板
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5P　　●　市役所の組織・機構の主な改編
　　内容のお知らせ
　●市税・国民健康保険料が全国の
　　コンビニで納付できるようになり
　 ます
　●釧路市財政健全化推進プランによ
　 る平成24年度の取り組みについて

8P ●春の阿寒湖畔をピックアップ
●スポーツ施設がオープンします
　●幸町緑地に野外ステージ誕生

1P 特集
平成24年度釧路のまちづくり

「市役所から　こんにちは」

毎週月曜日　１０：０５～１０：２０

FMくしろ
放送番組

ラジオ広報

市政情報、イベントなどを紹介します。
市長出演日　4月23日㈪

9P ●後期高齢者医療制度の保険料が
　変わりました
●各種検診のご案内

10P ●予防接種は感染症を防ぎます

17P ●釧路の元気のもと「釧路市消防
 団」
●まちの記憶ふるさとＦＯＣＵＳ

20P ●元気創造枠事業を紹介します

7P ●65歳になったら健康のために介
　護予防に取り組んでみませんか

6P ●都市経営戦略プランを推進してい
 ます
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平成24年度の主な事業を紹介します

●家畜伝染病予防事業（731万円）
　家畜の伝染病を予防するため、酪農家等へ消毒資材を配布します。

●エゾ鹿農作物被害防止対策事業（203万円）
　エゾ鹿による作物被害を防ぐため、捕獲頭数を増やします。

●地域材利活用推進事業（1,002万円）
　くしろ木づなプロジェクトによる地元木材の利用促進および地域材

　を活用した施設整備に関するアンケート調査を行います。

●雑海藻駆除事業（2,455万円）
　コンブ漁場の再生のため、雑海藻を駆除します。

●くじらのまちづくり推進事業（193万円）
　　鯨食文化の一層の普及啓発と「くじらのまち

　釧路」のＰＲに取り組みます。

●インバウンドノベルティ事業（507万円）
　台湾人観光客の誘客を図るため「しつげん55

　パス」を活用した取り組みを行います。

●釧路炭鉱保安確保整備事業（1,000万円）
　坑内の保安確保に向けた整備に対し支援します。

●商工会・商店街等活性化支援事業（300万円）
　商店街および商工会等の地域活性化につながる取り組みを支援します。

活力に満ちた産業を育て、未来を切り拓くまちづくり

共に支え合い、安心して暮らせるまちづくり

　平成24年度予算は、財政健全化推進プランを確実に実行しながら、将来に向けた有効な投資を行うことを基本に「都市経営
戦略プランの推進」「誰もが安心して暮らせる環境づくり」「市民生活の安全安心の確保」「地域特性を生かした産業の振興と
雇用の拡大」「環境に優しいまちづくり」「拠点性を高め圏域の発展に寄与する取り組み」などを重点分野としました。
　また、「元気創造枠」という新しい取り組みにより、将来に力強く踏み出す元気なまちづくりにつながる事業を盛り込むなど、地
域課題の解決に努めていきます。
　一般会計の予算規模は、前年度当初予算比で38億円（4.0％）減の916億円となっています。主な増減要素は、生活扶助費、（仮
称）中央消防署新東分署庁舎建設費、学校建設費、第三セクター等改革推進債の発行に伴う地方債償還元金などで増額となった
一方、こども手当て支給費、阿寒湖温泉アイヌシアターイコロ建設費、特別会計操出金、振興公社への貸付金などが減額となりま
した。この他、行財政改革の見直しによる削減効果がありました。

●食の自立支援事業（1,565万円）
　高齢者の配食サービスを拡充し、食生活の向上と見守りを行います。

●基幹相談支援センター事業（2,240万円）
　障がい者の相談支援を行う拠点を設置し、総合的な相談業務や障がい

　を持っている人の権利擁護、虐待防止等の取り組みを行います。

●津波・防災対策の強化（8,436万円）
　津波・防災対策として、次の事業を実施し

　ます。

　・防災まちづくり拠点施設の整備

　・津波浸水予測区域内に標高標示板の設置

　・津波避難計画の策定に向けた検討

　・津波ハザードマップ等の作成、全世帯への配布　

　・海上自衛隊の協力による災害対応訓練の実施

　・食糧、子ども用品、女性用品、医薬品等の災害用備蓄資機材の更新

　　および増備

●消防力の強化（5億5,708万円）
　消防力の強化を図るため、次の事業を実施します。

　・（仮称）中央消防署新東分署、（仮称）新愛国支署・新設分団庁舎の

　　整備

　・災害対策、救急活動等に使用する消防・救助資機材の整備

●タンチョウ特別天然記念物指定60周年記念事業（60万円）
　観光客を国内外から誘客するため、特別天然記念物指定60周年を記

　念した事業を展開します。

●阿寒湖温泉ブランド・活性化事業(1,404万円)
　阿寒湖温泉の特性を生かした広報活動事業を実施します。

●域内循環推進啓発認定事業（114万円）
　中小企業基本条例の理念に賛同する中小事業者を認定し、域内循環

　を推進します。

●地域ブランド化推進事業（327万円）
　釧路ししゃも、釧路定置トキシラズの周

　知活動、販売促進を行います。

●海外販路拡大促進事業（1,249万円）
　台湾を中心とした海外での販路拡大事業

　を支援します。

●若年者就労促進事業（439万円）
　パソコン操作やビジネスマナーなどの基礎

　研修と職場研修を組み合わせた就労支援

　を行います。

●雇用優良事業所表彰事業（88万円）
　事業所を対象にアンケートを行い、新規

　常勤職員採用に係る優良事業所を表彰します。

ひら

●肝炎ウイルス検診事業（208万円）
　肝炎ウイルス検診への助成を行います。

●がん検診推進事業（3,763万円）
　大腸がん、女性特有のがんの検診への助成を行います。

●予防接種事業（1億7,053万円）
　子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチンおよび小児用肺炎球菌ワクチン

　接種への助成を行います。

●地域福祉計画策定事業（227万円）
　地域福祉の方向性を示す地域福祉計画を策定します。

●阿寒町子ども交流広場運営事業（700万円）
　阿寒町子ども交流広場を新設します。

●市民後見推進事業（415万円）
　市民後見人養成講座を開催します。

●高齢者実態調査事業（2,898万円）
　単身高齢者等を対象に生活の様子などを調査します。

●障がい者福祉計画策定事業（380万円）
　障がい者福祉施策の基本となる障がい者福祉計画を策定します。

●児童センター建設事業（16万円）
　（仮称）寿児童センター建設に向けた調査を行います。

けい

問合先　市役所都市経営課（　31-4502）
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自然と都市とが調和した、住みよい魅力あるまちづくり
●まちなかコンシェルジュ事業（1,210万円）
　中心市街地での情報発信、イベント等の拠点となる施設の運営を支

　援します。

●北海道横断自動車道（浦幌～釧路間）の整備促進（54万円）
　北海道横断自動車道の整備促進に向けた活動を行います。

●港湾計画の推進（1,039万円）
　釧路港の事業継続計画（ＢＣＰ）策定の検討と国際バルク戦略港湾

　の早期整備に向けた取り組みを行います。

●クルーズ客船誘致事業（371万円）
　クルーズ客船の歓迎行事を行うとと

　もに、寄港誘致を推進するため、民

　間事業者等との連携を強化します。

●釧路空港国際化推進事業（719万円）
　海外チャーター便のさらなる誘致に努めます。

●街路灯省エネ化事業（2,070万円）
　街路灯の維持管理費を削減するため、水銀灯からナトリウム灯に変

　換します。

●緑ケ岡公園の整備（2,192万円）
　緑ケ岡公園のパークゴルフコースの造成を行います。

●リバーサイド整備（1,712万円）
　あさひ広場（旭町）の整備等を行います。

●公営住宅の整備（2億7,682万円）
　白樺台団地Ｄ棟の建設工事に着手する他、川北団地や鳥取南団地の

 　建て替えに向け取り組みます。

心豊かな人を育み、文化を創造するまちづくり
●確かな学力向上推進事業（145万円）
　地元教育大学と連携し、夏休み、冬休

　み中の学習サポートを行います。

●学力到達度調査事業（508万円）
　学力到達度を把握するための標準学力

　テストを行います。

●スクールソーシャルワーカー活用モデル事業（241万円）
　不登校対策として、スクールソーシャルワーカーを配置します。

●小学校改築事業（21億1,344万円）
　釧路小学校、湖畔小学校、中央小学校の改築を継続します。

●学校施設耐震化PFI事業（2,492万円）
　ＰＦＩ事業により学校施設の耐震化に向けた取り組みを行います。

●学校給食安心向上事業（516万円）
　給食で使用する食材の放射性物質を検査する機器を導入します。

市民と協働で創る、自立したまちづくり
●元気な釧路創造交付金（313万円）
　地域の課題解決や活性化に取り組む市民団体等から提案のあった事

　業を支援します。

●広報活動の充実（4,081万円）
　広報くしろを全戸配布（8月号から）します。

●都市経営戦略プラン推進事業（1,302万円）
　公有資産の適正な管理を行うなど、都市経営戦略プランの取り組み

　を推進します。

●市税等コンビニ収納事業（815万円）
　市税等のコンビニ納付を開始します。

●美術によるまちづくり事業（110万円）
　市内にある美術作品を活用し、市内各施設と連携して美術のまちづ

　くりの事業等を進めます。

●男女平等参画推進事業（102万円）
　くしろ男女平等参画プランの中間見直

　しに向けた市民意識調査を行います。

●スポーツ合宿誘致推進事業（156万円）
　スポーツ合宿を誘致します。

●移住・長期滞在の推進（317万円）
　民間事業者と連携し、長期滞在者等

　の受け入れを推進します。

●住宅エコリフォーム助成事業（524万円）
　省エネやバリアフリーリフォームを行う一般住宅へ助成します。

●浄水場更新事業（13億5,853万円）
　愛国浄水場の配水池建設や、阿寒湖畔浄水場の浄水処理施設の建設
　に着手します。

●し尿等下水道受入施設建設事業（5億707万円）
　ＭＩＣＳ事業により、大楽毛処理場に、し尿等受入施設を整備します。
●住宅用太陽光発電システム普及促進事業（795万円）
　住宅用太陽光発電システム設置者へ助成します。

●タンチョウ特別天然記念物指定60周年記念事業（452万円）
　国際シンポジウム、ワークキャン

　プ、台北市立動物園との交流等の

　60周年記念事業を行います。

●阿寒湖のマリモ特別天然記念物指定60周年記念事業（846万円）
　国際シンポジウム、体験学習プロ

　グラム、国立台湾博物館との交流

　等の60周年事業を行います。

ミックス
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 歳　入
            科目　　　　　　　　 予算額　　　　　前年度比　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内容
市税　　　　　　　　 　200億1,538万6千円　　　△4.2％　　市民税（個人・法人）、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、入湯税、都市計画税など

地方交付税　　　　　　　　256億5,000万円　　　　 1.1％　　国から配分された税

国庫支出金　　　　　　176億3,393万4千円　　 △1.9％　 国が使い道を特定して交付する補助金など

使用料・手数料等　　　　128億4,971万9千円　　 　1.3％　 市有施設の使用料金や事務手数料など 

市債　　　　　　 　　　83億8,292万7千円　　　△5.6％　 市が行う事業に必要とする借入金

諸収入　　　　　　　　　70億6,803万4千円　　 △26.5％　 その他の収入

                                                                                   歳   出
             科目                          　予算額                  前年度比                                                    　　　　   内容
総務・衛生・商工費等   　　159億8,697万3千円      　 △15.4％           市の内部管理や税金の徴収、商工業や観光の振興、市民の生活対策に支出される費用

民生費               　　        　286億3,507万2千円      　    0.1％    生活保護、高齢者福祉、障がい者福祉、児童福祉、母子福祉など福祉分野に支出される費用

公債費                   　　　136億401万3千円      　     5.2％    借入金の元金、利子などに支出される費用

諸支出金　　　　 　　　95億5,240万4千円　　　 △6.7％　 その他の支出

職員費                 　　　132億7,286万1千円　　　　△4.1％　　　職員の給与などに支出される費用
教育費　　　　　　　　　60億7,076万2千円　　　 15.3％　　　小・中学校などの建設や学校教育など教育分野に支出される費用
土木・港湾費　　　　　　44億7,791万5千円　 △20.3％　 　道路、公営住宅、公園、港湾の整備、管理など公共事業分野に支出される費用

　　　　　会計名　　　　　　　　　　　予算額　　　 前年度比
国民健康保険　　　　　　　　　 　 202億9,544万円 　　△0.1％

国民健康保険音別診療所事業　　　　　　 3億4,396万円　　　0.0％

後期高齢者医療　　　　　　　　 　 20億4,136万8千円 　　　5.9％

介護　　 保険事業勘定　 　　　 　121億1,364万5千円　　　3.9％
保険　　 介護サービス事業勘定　　　　　1億944万4千円　 △0.1％

農業用簡易水道事業　　　 　　　　　　2,056万9千円　　 0.9％

駐車場事業　　　　　　　　　　　　 1億7,438万8千円　 △7.5％

動物園事業　　　　　　　　　　　　 3億7,099万1千円　　　8.3％

企業会計398億361万円

　　　　　　会計名　　　　　　　　　 予算額　　 　 前年度比
病院事業　　　　　　　　　　　　 172億2,365万2千円　　 2.7％

水道事業　　　　　　　　　　　　 79億1,671万7千円　　 3.9％

工業用水道事業　　　　　　　　　　　2億997万6千円　　158.2％

下水道事業　　　　　　　　　　　 93億9,703万8千円　　△5.7％

公設地方卸売市場事業　　　　　　　 　9,015万3千円　　△2.3％

市設魚揚場事業　　　　　　　　　　2億3,494万9千円　　△49.6％

港湾整備事業　　　　　　　　　　 47億3,112万5千円　　147.2％

市民1人当たりの予算　499,452円（平成24年2月末現在の人口、183,401人）一般会計

平成24年度市全体の予算　総額1,668億7,341万5千円

200億1,538万6千円 256億5,000万円 176億3,393万4千円 128億4,971万9千円
市税

159億8,697万3千円
総務・衛生・商工費等

286億3,507万2千円
民生費

136億401万3千円
公債費

132億7,286万1千円
職員費

60億7,076万2千円
教育費

44億7,791万5千円
土木・港湾費

95億5,240万4千円
諸支出金

地方交付税 国庫支出金

70億6,803万4千円
諸収入

83億8,292万7千円
市債

使用料・手数料等

一般会計と特別・企業会計の予算
一般会計916億円一般会計916億円

歳 入

歳 出

特別会計354億6,980万5千円

21.9％

17.5％ 31.3％ 14.9％ 10.4％ 14.5％ 6.6％ 4.9％

28.0％ 19.3％ 7.7％9.2％14.0％

お知らせする数値は、各項目ごとに四捨五入し
ているため、合計が一致しない場合があります。

平成24年度
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平成24年度

一般会計予算　916億円
（対前年度比△4.0％）

※お知らせする数値は、各項目ご
とに四捨五入しているため、合計
額が一致しない場合があります。

歳出歳入

〈特別会計〉総額354億6,981万円

〈企業会計〉総額398億361万円

国民健康保険

国民健康保険料 診療収入

診療収入 水道収入 料金収入 下水道使用料 市場使用料 魚揚場使用料 港湾施設使用料

介護保険料 サービス収入 水道使用料 駐車場使用料 動物園入園料後期高齢者
医療保険料

病院事業 水道事業 下水道事業 公設地方卸売
市 場 事 業 市設魚揚場事業 港湾整備事業工業用水道事業

202億9,544万円

172億2,365万円

121億1,365万円

79億1,672万円 47億3,112万円2億3,495万円93億9,704万円2億998万円 9,015万円

3億4,396万円 3億7,099万円1億7,439万円1億944万円 2,057万円20億4,137万円

後期高齢者医療 介護保険 駐車場事業 動物園事業農業用簡易
水 道 事 業

保険事業勘定 介護サービス事業
勘定

国民健康保険
音別診療所事業

　特別会計とは、特定の事業やサービスを提供するために、利用者から保険料や使用料などを
いただき、その財源をもとに事業を運営していくために設けられた会計のことです。市には、
下表の7会計があります。

　企業会計とは、自ら事業を行い、そこから得たお金で運営していく、民間企業と同様の経理を
行う会計のことです。市には、下表の7会計があります。

会 計 名

会 計 名

予 算 額

予 算 額

主な収入

主な収入

貯金の取り崩しなど
8億6,000万円　0.9％

財源不足額
22億2,500万円

▲

▲

9
1
6
億
円

9
1
6
億
円

市税

200億1,539万円　

　　　　　　　21.9％

市税

200億1,539万円　

　　　　　　　21.9％

地方交付税

256億5,000万円　

　　　　　　28.0％

地方交付税

256億5,000万円　

　　　　　　28.0％

国庫支出金

176億3,393万円　

     　　　　　　19.3％

国庫支出金

176億3,393万円　

     　　　　　　19.3％

道支出金など
71億8,243万円　
7.8％

市債　
70億1,793万円　
7.7％

諸収入
70億6,803万円　
7.7％ 自

主
財
源

34.8％

特別な借入金
13億6,500万円 1.5％

使用料など

48億729万円

5.2％

依
存
財
源

62.8％

依
存
財
源

62.8％

維持補修費
6億3,169万円　0.7％
道路や公共施設などを
修繕するための経費

生活保護、医療
費の助成などの
経費

※自主財源…税金や公共施設の使用料など、市が自分で集めるもの。　※依存財源…補助金など国や道の意思により定められた額を交付されるもの。

職員の給料や退
職金などの経費

光熱水費、施設
の管理などの経
費

市が交付する補
助金などの経費

普通建設事業
災害復旧費　
65億8,086万円　　　
7.2％

道路や公園、学校
などを整備するため
の経費

中小企業等への
貸付金など

借りたお金（市
債）の返済金

補助費など　81億6,061万円　　　8.9％補助費など　81億6,061万円　　　8.9％

物件費

93億6,784万円　　10.2％

物件費

93億6,784万円　　10.2％

貸付金、積立金など

126億8,817万円　13.8％

貸付金、積立金など

126億8,817万円　13.8％

公債費

136億394万円　14.9％

公債費

136億394万円　14.9％

人件費

148億6,801万円　16.2％

人件費

148億6,801万円　16.2％

扶助費

256億9,888万円　

　　　　　　　28.1％

扶助費

256億9,888万円　

　　　　　　　28.1％　　　　　　

市税市税市税市税

200億1,539万円　200億1,539万円　200億1,539万円　200億1,539万円　

　　　　　　

7.7％

　平成24年度予算編成では、行財政改革の推進により一定程度の予算圧縮を
図りました。しかし、最終的には約22.3億円の財源不足が発生し、退職手当債な
どの特別な借入金約13.7億円に加え、基金（貯金）の取り崩し約8.6億円などによ
り、何とか予算を組むことが出来ました。
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出

市の平成24年度一般会計予算を年収
400万円の釧路家の家計に例えると…

〈釧路家の家族構成〉

父
釧路太郎
（５０歳）会社員

母
釧路花子
（４８歳）パート

長男
釧路一郎
（２０歳）大学生

次男
釧路二郎
（１６歳）高校生

収入 支出
年収 義務的支出

父の給料

（年間） （年間）

うち基本給（市税）

うち諸手当（地方交付税など）

親からの援助（国庫補助金など）
ローンなどの借入金（市債）

どうしても不足する分を埋めるた
めの特別な借入金

その他
貯金の取り崩しなど

食費（人件費）
家族の医療費・子供の教育費（扶助費）
光熱費などの雑費（物件費・補助費など）
車や家具の修理費（維持補修費）
長男への仕送り（他会計への繰出し金）

家の増改築費（公共事業など）

貯金・その他（積立金・中小企業への
貸付金など）

ローンなどの返済（市債の償還）母のパート収入（使用料・手数料など）

359万円

674万円

　147万円

212万円

160万円

家族で稼いだお金400万円 どうしてもかかるお金578万円

52万円
46万円
6万円
10万円

109万円

129万円

46万円
100万円

49万円

47万円

5万円

189万円

合計 674万円合計

41万円

一般財源の内訳

財 源 名 増 　 減
当 初 予 算

平成23年度

市　　　　　税 208億8,807万円

253億6,000万円

31億4,464万円

33億　616万円

合　　　計 526億9,887万円

200億1,539万円

256億5,000万円

31億2,872万円

33億5,673万円

521億5,084万円

△8億7,268万円

2億9,000万円

　　　△1,592万円

5,057万円

△5億4,803万円

地方譲与税など

臨時財政対策債

地方交付税

平成24年度
　補助金のように使い道が特定されたものではなく、どのような経費

にも使える財源のことをいいます。　

　平成24年度予算の一般財源の総額は、約521億5,000万円で、前年

度より約5億5,000万円の減となっており、3年に一度行われる固定

資産税の評価替えによる減収が大きく影響しています。

　この一般財源は、福祉、環境、教育など、市役所が行政サービス

を提供するために必要なあらゆる分野の事業に活用されています。

一般財源とは一般財源とは一般財源とは

目的別歳出 市税の内訳

公債費
136億401万円
14.9％

公債費
136億401万円
14.9％

土木費
33億1,519万円
3.6％

諸支出金
95億5,241万円
10.4％

諸支出金
95億5,241万円
10.4％

教育費
60億7,076万円
6.6％

総額
916億円

市民税
88億8,148万円
44.4％

市民税
88億8,148万円
44.4％

都市計画税
13億3,931万円
6.7％

市たばこ税　
16億1,367万円
8.1％

市たばこ税　
16億1,367万円
8.1％

鉱産税など　
3億9,142万円
1.9％

市税総額

200億
1,539万円

固定資産税
77億8,951万円
38.9％

固定資産税
77億8,951万円
38.9％

民生費
286億3,507万円
31.3％

民生費
286億3,507万円
31.3％

総務・商工費など
171億4,970万円
18.7％

総務・商工費など
171億4,970万円
18.7％

職員費
132億7,286万円
14.5％

職員費
132億7,286万円
14.5％

市民1人当たりのサービスに掛かる経費

50万2,570円/年
〔平成24年度予算額を人口18万2,263人（3月31日現在）で除して算出〕

福祉・医療・扶助費など　15万7,109円
道路・公園などの整備　　1万　8,189円など

市民1人当たりの税負担額

10万9,816円/年
〔市税総額を人口18万2,263人（3月31日現在）で除して算出〕

そうね。　だから、常に家計を
見直していくことが必要なのよ。

家族で稼いだお金よりも、　どうしても
かかるお金の方が大きいんだね。
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平
成
23
年
度
の
決
算
見
込
み

市
債
残
高
の
推
移

市債残高の推移

2,000

21年度 22年度 23年度

　1,000

億円

会 計 名 会 計 名

病 院 事 業

水 道 事 業

工業用水道事業

下 水 道 事 業

公設地方卸売
市 場 事 業

国民健康保険

後期高齢者医療

農業用簡易水道
事　　　　　業

駐 車 場 事 業

動 物 園 事 業

保険事業勘定介
護
保
険
介護サービス
事 業 勘 定

国民健康保険
音別診療所事業

市設魚揚場事業

港湾整備事業

151億8,013万円 144億5,198万円
204億3,032万円

116億　136万円 115億6,351万円

3億2,114万円

3億5,078万円 3億4,404万円

1億　422万円 1億　422万円

18億8,413万円

1億8,743万円 1億8,743万円

18億4,882万円

674万円

1,627万円 1,627万円

3,531万円

3,785万円

3億2,114万円

201億9,154万円 2億3,878万円
10億1,815万円 18億8,916万円

43億2,283万円 40億5,261万円

16億7,367万円 34億4,958万円

60億5,596万円 45億　373万円

22億9,222万円

10億4,146万円

52億4,019万円

　1億5,340万円 7,982万円

7億1,268万円 4億6,651万円

6億9,075万円

11億6,755万円

　980万円　

1億5,010万円　

　980万円

　　　6,441万円 　　6,005万円

　1,431万円

79億　545万円

7,124万円

20億6,561万円

収益的収支

資本的収支

収益的収支

資本的収支

収益的収支

資本的収支

収益的収支

資本的収支

収益的収支

資本的収支

収益的収支

資本的収支

収益的収支

資本的収支

区　分 収　入 支　出 不良債務 歳　　入 歳　　出 差　　引

※収益的収支･･･事業を運営するために１年間に掛かった経費と収入を管理する財布です。※資本的収支･･･事業の運営とは別に、施設の建設や設備投資の収支をやりくりする財布です。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●　●

一般会計の決算見込み

差引　1億7,364万円

決算 見込み平成23年度

特別会計の決算見込み企業会計の決算見込み

　
市
債
と
は
、
公
共
施
設
な
ど
を
造
る
た

め
に
、
市
が
借
り
入
れ
る
長
期
の
借
入
金

の
こ
と
で
す
。

　
学
校
な
ど
の
大
き
な
建
物
を
建
て
る
の

に
は
、
た
く
さ
ん
の
お
金
が
必
要
で
す
が
、

そ
の
年
の
収
入
だ
け
で
は
賄
う
こ
と
が
で

き
な
い
た
め
、
制
度
に
基
づ
く
借
入
金
に

よ
り
事
業
を
行
い
ま
す
。

　
こ
の
借
入
金
は
長
期
に
わ
た
り
、
計
画

的
な
返
済
を
行
う
の
で
、
市
民
の
皆
さ
ん

に
も
公
平
に
費
用
を
負
担
し
て
も
ら
う
と

い
う
機
能
も
あ
り
ま
す
。

　
一
般
会
計
で
は
公
共
投
資
等
の
借
り
入

れ
に
つ
い
て
、「
返
す
以
上
に
借
り
な
い
」

こ
と
を
基
本
と
し
、
市
債
残
高
の
圧
縮
に

努
め
て
い
ま
す
が
、
平
成
22
年
度
お
よ
び

23
年
度
に
第
三
セ
ク
タ
ー
を
解
散
・
清
算

す
る
た
め
の
特
別
な
市
債
（
第
三
セ
ク
タ

ー
等
改
革
推
進
債
）
を
借
り
入
れ
た
こ
と

か
ら
、
平
成
23
年
度
の
市
債
残
高
は
増
加

し
て
い
ま
す
。

平成23年度の市民1人当たりの借金（市債）残高111万1,040円／人
（平成23年度の市債残高を人口18万2,263人〈3月31日現在〉で除して算出）

うち第三セクター等改革推進債約125億円

1,977
　億円
1,977
　億円

1,971
　億円
1,971
　億円

　
平
成
２３
年
度
は
、
普
通
交
付
税
が
予
算

を
下
回
っ
た
こ
と
か
ら
、
全
庁
を
挙
げ
て

歳
出
の
徹
底
し
た
抑
制
や
歳
入
の
確
保
に

取
り
組
ん
だ
結
果
、
一
定
程
度
の
不
用
額

が
生
じ
た
こ
と
や
、
市
の
主
要
な
財
源
で

あ
る
市
税
に
加
え
、
特
別
交
付
税
が
予
算

を
上
回
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
収
支
が
好

転
し
、
約
６
億
２
千
万
円
の
剰
余
金
が
見

込
ま
れ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
決
算
剰
余
金
の
う
ち
、
４
億
５
千

万
円
に
つ
い
て
は
、
今
後
の
財
政
運
営
に

対
処
す
る
た
め
に
減
債
基
金
に
積
み
立
て

を
行
い
、
残
り
の
約
１
億
７
千
万
円
に
つ

い
て
は
平
成
24
年
度
の
補
正
予
算
等
の
財

源
と
し
て
繰
り
越
し
ま
す
。

　
今
後
も
、
財
政
健
全
化
推
進
プ
ラ
ン
の

着
実
な
実
行
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
引

き
続
き
堅
実
な
財
政
運
営
を
行
っ
て
い
き

ま
す
。

歳入　1,055億745万円歳入　1,055億745万円

歳出　1,053億3,381万円歳出　1,053億3,381万円

2,025
　億円
2,025
　億円

市の財政について知ってもらうために
　市役所の仕事は、法律と予算に基づいて行われています。

　予算は市民の皆さんからお預かりしたお金（税金など）がどのよ

うな行政サービスに使われるかを表しています。

　また決算は、予算に基づき、どのような行政サービスにどれくら

いお金が使われたかを表しています。

　さらに、決算において公表される各種指標は、市の財政の健康状

態を示すバロメーターのようなものであり、毎年チェックすること

により、変化を知ることができます。

　このように、予算や決算には、市の財政についての大切な情報が

たくさん詰まっています。

　これまで市の財政情報は、広報紙やホームページなどを通じ、予

算や決算をお知らせしてきました。

　しかし、どんなに大切な情報でも、市民の皆さんに理解してもら

わなければ生きた情報にはなりません。

　そのため、市では昨年、都市経営戦略プランに基づき、釧路公立

大学と協働し、市が公表する財政情報が、市民の皆さんにとって分

かりやすい内容になっているかなど、そのあり方について検証しま

した。

　その結果、現在の広報くしろの財政特集だけでは、十分な理解を

促すためには情報量が不足しているなどのご提言をいただき、市で

は広報くしろ６月号から「焦点」というコーナーで、財政の豆知識

の連載を開始しました。

　わたしたちが住んでいるまちの財政について少しでも興味・関心

を持っていただけるよう、今後もより分かりやすい財政情報の公表

に努めていきます。

釧路市長　蝦名大也
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歳 出 
 市役所はお金をどのようなことに使っているのでしょうか？ 

 

 

 使われたお金を行政の目的別に分類すると、最も大きな割合を占めるのが民生費で、つ

いで、公債費、土木費、総務費などの順になっています。 

目的別歳出の内訳（平成２２年度決算） 

 
 

☆ 総務費…庁舎や財産の維持管理、戸籍の管理、税金の徴収などにかかる経費。 

☆ 民生費…児童、高齢者、心身障害者等のための施設整備や運営、生活保護の実施などにかかる経費。 

☆ 衛生費…健康増進、病気の予防、環境保全、ごみの処理などにかかる経費。 

☆ 商工費…商業や工業、観光の振興などにかかる経費。 

☆ 農林水産業費…農林水産業の振興を図るための支援や基盤整備などにかかる経費。 

☆ 土木費…道路、住宅、公園などの土木施設の建設や維持補修等にかかる経費。 

☆ 教育費…小・中学校などの建設や学校教育、生涯学習などにかかる経費。 

☆ 公債費…借入金の元金・利子などを支払うための経費。 

 

１．目的別歳出 

総額 

104,439 

百万円 

総務費 

 12,947(12%) 

民生費 

 33,986(32%) 

衛生費 

 6,513(6%) 

土木費 

 13,617(13%) 

教育費 

 9,029(9%) 

公債費 

 14,176(14%) 

農林水産業費 

 1,589(2%) 

商工費 

 8,160(8%) 

その他 

 4,422(4%) 
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前年度と比較して、民生費は扶助費の増や国の子ども手当に対応したことなどにより、

土木費は緑ヶ岡公園の整備などにより、教育費は交流プラザさいわいの耐震改修事業など

により増加しています。公債費は、地方債償還元金、利子ともに減少しましたが、低利な

ものに借換えを行ったため一時的に増加しています。また、農林水産業費は公社営畜産担

い手育成総合事業費の減により、商工費は国の定額給付金が終了したことなどにより減少

しています。 

目的別歳出決算額の推移 

13,833

21,349

9,816

4,959

7,413

17,566

11,428

14,415

4,727

15,541

28,508

8,794

5,028

6,745

20,411

10,490

13,109

5,704

11,567

28,698

7,457

2,262

7,099

13,185

8,104

13,485

4,527

10,811

29,275

6,672

1,503

7,962

12,970

8,162

13,733

4,704

12,223

31,427

6,729

2,030

11,056

12,098

8,068

13,439

4,690

12,947

33,986

6,513

1,589

8,160

13,617

9,029

14,176

4,422

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

H12 H18 H19 H20 H21 H22

 
 

２．目的別歳出決算額の推移 

105,506 
101,760 

104,439 

114,330 

96,384 
95,792 

その他 

公債費 

教育費 

土木費 

商工費 

農林水産業費 

衛生費 

民生費 

総務費 

(百万円) 

(年度) 
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財
政
健
全
化
判
断
比
率
等
を
公
表
し
ま
す

　お知らせする比率は、標準財政規模（１年間の市税、交付税などの一般財源）に対する割合で算出しています。　

※平成23年度標準財政規模（臨時財政対策債を含む）＝487億8,957万5,000円（平成22年度　　492億4,772万8,000円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
内　　　　　　容　

　　　　　　　平成23年度数値　　　
早期健全化基準　

　
財政再生基準

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※（）内は前年度の数値　　　

実質赤字比率
　　　　一般会計等（一般、動物園）が黒字か赤字かを判　　　

　　　　　　　　　 断する比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　
－　（　－　 ）　

　　　
11.27％　　　　　　　20.00％

連結実質赤字比率
　
市の全会計が黒字か赤字かを判断する比率

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　
－　（　－　）

　　　　
　16.27％　　　　　　　30.00％

実質公債費比率
　　 年間の公債費（借入金の元金・利子などを支払う

　　　　　　　　　 ための経費）の割合　　　　　　　　　　　　　 　
11.8％（ 12.6％ ）　　　　25.0％　　　　　 　　　35.00％

将来負担比率
　　　

一般会計等の今後の負担を示す比率　　　　　　
　　
166.5％ （173.6％）　　　　350.0％　　　　　　　　－

「財政再生基準」は財政破綻とされる比率で「早期健全化基準」は、その手前にあるとされる比率です。健全化判断比率

将来負担額の状況

※実質赤字比率および連結実質赤字比率は、黒字決算のため、該当となりません。

比率が前年度より好転した主な理由

　健全化判断比率の各指標は全て早期健全化基準を下回っており、各比率は前年度と比べ好転しています。

　しかし、市の借金の返済や、企業会計の健全化に向けて一般会計から補助金を支出していくことなどもあり、

依然として自由に使えるお金はわずかしかないため、今後も財政健全化への取り組みに努めてまいります。

財政健全化に向けた取り組み効果

実質公債費比率

普通交付税で措置された地方債の
元利償還金の増加

将来負担比率

企業会計の資金不足の圧縮など

　　　　　　項　　　　　　　　　目　　　　　　 平成23年度負担額　　 平成22年度負担額

一般会計等の前年度末における地方債現在高　　　　1,304億5,759万円　　　1,213億2,409万円

債務負担行為に基づく支出予定額　　　　　　　　　 　19億8,282万円　　 　 24億1,  898万円

公営企業債等繰入見込額・組合等負担等見込額　　　 269億8,150万円　　　287億9, 160万円

退職手当負担見込額　　　　　　　　　　　　　　　 163億1,599万円　　　 174億8,643万円

連結実質赤字額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　 　　－

設立法人の負債額等のうち一般会計等の負担見込額　　 　　　 923万円　　　　112億1,743万円

　　　釧路振興公社（※）　　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　112億　300万円

　　　釧路河畔開発公社　　　　　　　　　　　　　 　　　 283万円　　　　　　　643万円

　　　北斗霊園　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　640万円　　　　　　　800万円

　　　　　　合　　　　　　　　　計　　　　　　　1,757億4,713万円　　　1,812億3,799万円

内
　
　
訳

将来の負担となる借入金などは、約５４億９千万円減少しています。キーワード⑤

※釧路振興公社の負担額に

ついては、損失補償契約に

基づき、市が第三セクター

等改革推進債の借り入れを

行ったことなどにより、地

方債現在高へ振り替わって

います。

資金不足比率

市の財務書類

病院事業　　　　　　　　　　　　　 　　－ （   3.2％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公設地方卸売市場事業　　　　　　 113.9％（ 259.7％）　　　　　20.0％　

市設魚揚場事業　　　　　　　　 2,503.2％（3,117.3％）

※資金不足の無い企業会計については、省略しています。

資金不足比率（公営企業の資金不足額が事業規模に対し、どの程度あるかを示すもの）

平成23年度数値
※（　）内は前年度の数値会　　計　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　経営健全化基準

　経営健全化基準を上回っ

ている公設地方卸売市場、

市設魚揚場事業については、

平成21年度に策定した「経

営健全化計画」に基づき、資

金不足の確実な解消に努め

ていきます。

　新地方公会計制度における財務書類「平成22・23年度普通会計財務書類」「平成22年度連結財務書類」を作成
しました。詳しくは市ホームページをご覧ください。

※釧路振興公社は、平成23年11月末に清算。




